

































































































































































































経営形態 集落営農 集落法人 農業法人
組織形態 機能集団（法人格なし） 農事組合法人（農協法） 株式会社（会社法）
経営の構成 複数経営 単一経営 単一経営
経営主体 集落構成員 リーダー経営 トップ・マネジメント
意思決定 合議制（協定など） 法人（１人１票の全体合意） 法人（経営主、株主）
結合の方式 水平型 水平型・垂直型 垂直型
主要労働力 家族労働 家族労働・一部雇用労働 雇用労働
雇用契約 なし（作業受委託） あり あり
活動範囲 特定地域内 特定地域内 特定地域内・広域






























































































1990 1995 2000 2005 2010
販売農家数（戸数） 68,049 60,294 51,941 42,070 34,649
　主業農家 14.4% 12.8% 9.7% 9.5% 10.0%
　準主業農家 35.0% 24.9% 22.9% 21.1% 21.6%
　副業農家 50.6% 62.3% 67.4% 69.4% 68.4%
農業就業人口（人） 96,764 84,040 78,000 63,028 46,483
　基幹的農業従事者（人） 51,948 46,710 36,780 34,038 34,521
　うち65歳以上人数（人） 24,918 24,160 25,479 24,905 26,389
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出所）ファーム・イースト造賀各年財務諸表から筆者作成
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出所）ファーム・イースト造賀各年財務諸表から筆者作成
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